

























































1947 22 教育基本法の公布 片山内閣
1958 33 「道徳の時間」を特設（小中学校） 第二次岸内閣
1961 36 全国一斉学力調査の開始（1964年まで） 第二次池田内閣
1999 平成11 国旗・国歌法の公布．施行 小渕内閣
2002 14 10年経験者研修 第一次小泉内閣
2004 16 国立大学の法人化 第二次小泉内閣
2006 18 教育基本法を改正 第一次安倍内閣
2007 19 全国学力調査を再開 第一次安倍内閣
教育職員免許法の改正 第一次安倍内閣
2008 20 教職大学院の開設 福田内閣
「教育振興基本計画」を答申 福田内閣
2009 21 教員免許更新制を導入 鳩山内閣
2010 22 高校授業料無償化を開始 菅内閣
2012 24 中学校での武道を必修化 野田内閣
「学び続ける教師像等」を答申 野田内閣




2014 26 教科書検定基準を厳格化 第二次安倍内閣



































































































西暦 元号 改訂 特  色・  内  容 
1947 年 昭和 22 年 試案
民主的・経験主義 
    自由研究を新設、小学校で家庭科を男女共修 
1951 26 第一次
教科課程から教育課程へ 
    自由研究の廃止、中高で特別教育活動を新設 
1958 33 第二次
法的基準性・告示形式・系統主義 
    小中学校に道徳、高校に倫理・社会を新設、中学に男女別技術・家庭を新設 
1968 43 第三次
教育内容の現代化へ 
   中学で能力別指導、標準時数の設置、中学でクラブが必修 
1977 52 第四次
詰め込み教育からゆとり教育へ、校内暴力・落ちこぼれの急増 
   授業時間数の 1 割削減、教育内容を 3 割削減、基礎・基本を重視   
1989 平成元年 第五次
豊かな心の育成、個性を活かす教育 
   小学校で生活科の創設、中学校で習熟度別指導、高校で世界史必修、家庭科を男女必修
   高校社会が地歴科と公民科に分かれる 
1998 10 年 第六次
確かな学力、生きる力、豊かな人間性、ゆとり教育 
   完全学校五日制、小学校で総合的な時間を設置、高校で情報科と福祉科を新設 
   小４～６での必修クラブ、中高校ではクラブ活動を廃止 
2008 20 年 第七次
確かな学力、豊かな心、生きる力、伝統や文化を重視、思考力・判断力・表現力を育成 
   確かな学力で基礎・基本、豊かな心で道徳・愛国心・国歌・国旗、生きる力で知・徳・体 



















































































































　小学校は週一コマ（45 分）の外国語活動を 3．4 年で実施し、「聞く・話す」
を中心に取り組む。5．6年は外国語活動を週 2コマの英語を教科化として、「読む・
書く」も加えたコミュニケーション能力の基礎を養う。そのために、3 ～ 6 年で
週 1 コマ増えるために、10 ～ 15 分の短時間学習の組み込みや 60 分授業、土曜
日の活用など、各校の実情に応じた時間割編成が考えられる。
　中学校では、身近な話題でコミュニケーション出来る能力を付けるのが目標で、
授業は原則として英語で行い、現行で 1200 語程度の指導する単語数を、1600 ～
1800 語程度に増やす。また、「読む・聞く・書く・話す」の 4 技能を測るために、
























　10 月 22 日の総選挙後、11 月 1 日に第 4 次安倍内閣が発足した。安倍晋三首相
は 2006 年 9 月、小泉純一郎首相の後継を争う自民党総裁選で圧勝した後、最初
の首相指名を受けた。これが第 1 次安倍内閣で約 1 年続いた。自民党が野党だっ












　幼稚園（文科省の所管）は通常、3 ～ 5 歳児を午前中から午後二時頃まで預かる。
夕方五時頃まで「一時預かり」を実施している所もあるが、保育所に比べて短時
間のために、保護者が共働きの場合は利用しにくい。
　今年 4 月時点で約 2 万 6 千人の待機児童（育休中などを理由に待機児童に数え




た。保育ニーズに対応するため、2 歳児を 1 日 8 時間程度預かり、夏休みなどの
長期休暇や子どもが 3 歳になった後も継続し、保護者が新たに保育所を探さなく
ても済むようにする。
　幼稚園と保育所の機能を併せ持つ「認定こども園」は、今年 4 月時点で 5,081
園あるが、まだまだ保育の受け皿拡充につながっていない。また、深夜に働く親
たちの支えとなる「認可夜間保育所」は 81 カ所、3,000 人ほどを受け入れている。





　日本の 2,014 年の国内総生産に占める教育機関への公的支出割合は 3.2％で、



























が 80 万人以上（480 万円の奨学金で月の返済が 2 万 1 千円・280 万円の奨学金で








































学部 学科 05（平17） 06（平18） 07（平19） 08（平20） 09（平21） 10（平22） 11（平23） 12(平24） 13（平25） 14(平26 ） 15 (平27 ） 16(平28）
204 194 202 173 203 205 218 185 210 171 182 183
13 7 13 2 7 3 6 3 7 4 4 4
1 0 1 0 0 0 0 0 1 0 1 3
226 228 196 172 182 187 206 214 184 193 184 204
11 3 4 4 2 3 5 4 2 5 3 3
1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0
66 61 59 58 72 66 73 72 61 70 80 68
18 8 22 15 21 13 19 23 18 16 25 13
3 1 6 2 4 2 5 6 4 6 9 2
73 83 74 60 68 71 87 68 83 88 75 84
13 12 11 6 16 9 14 10 20 11 9 10
1 3 3 1 2 0 3 4 1 3 3 3
73 82 62 58 58 53 71 68 58 68 62 69
13 16 13 12 10 13 13 11 12 7 10 11
2 0 2 0 1 1 2 0 0 3 1 3
60 60 79 50 61 70 69 65 63 72 70 66
6 1 1 2 1 1 1 1 0 2 2 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0
269 225 306 237 222 244 249 228 267 254 253 248
10 7 11 9 6 8 8 4 9 13 8 10
0 0 0 0 1 0 1 1 1 1 0 4
992 962 998 830 891 917 994 919 926 916 906 926
92 59 79 51 70 52 76 56 68 63 64 55
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